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場公 大学） 

 

 

 
  

 
 日本の 造 業は、1980 年代までの 的に多 化を行っていたが、行き過ぎた多 化を見 され、

本業に する動きが になった。しかし、 年では、 性が しく低 しており、 性の向上

を目指した多 化が 見 されている。特に、情報 等を活用した高 な ー ス事業の展 や

価 の高い と 合 せることで新しい ー ス事業を行うなどの「 ー スイノ ー ン」

の関心が高まっており、その 事 や の研究も 多く行 れている。 
しかしながら、日本の 造 業の多 化については、 計データが されているにも関 らず、定

的な分析結果は未だ しい。また、 のように多 化による 向上が されているものの、多

化と 性との関 に関する 分析結果は と どない。この観 から、本研究では、 年の日本

の 造 業の多 化の動向と 性との関 を定 的に分析する。 
 

2  
 

においては、多 化の タイプを分けて、多 化と 性との関 を分析する研究 果が 多

く されている。多 化 の分 の方法は様々であるが、大きく分けて、「関連分 における多

化」と「 関連分 における多 化」を 別した分析が多い。代 的な多 化研究としては、多 化の

タイプを つ 業 、 、本業・集 、本業・ 、関連・集 、関連・ 、

関連 ）に分けるという分 方法が された l ,197 ） 1 。この研究では、2 の多 化 業

の多 化と の相関を分析しており、「中 的能 と 」に関連した分 に 定して、多 化

を行った 業の が高いという結論を得ている。同様に「関連分 における多 化を行った 業」

が「 関連分 における多 化を行った 業」よりも高い 性を していることを した研究もある

  o go 1981） 2  。 
一方、日本における定 的な 分析としては、 井ら 1975） 3  あるいは 原ら 1981） 4  が

な分析を行っている。 え 、 原ら 1981）は、日本の 100 社 上の代 的 業を ンプルとし

て、分析している。その結果、日本 業の多 化とその 果との相関は、 の l の 結果と

同様であることを報告している。また、 1995） 5  は、 イテク 業において、川 方向

の多 化が 上高 と い相関があり、 出 が低 した 業が川上方向に多 化していること

を した。さらに、日本の 造業の豊 な 計データを用いて、 関連分 における多 化が 性を

低 させたこと、 機会に基づく多 化は 性を向上させることを した研究 果もある  
 o ） 6 。 
しかし、 年の 造 業の多 化の動向やその 果について、 研究を行った分析結果は、 と

どない。2000 年代になり、日本の 造 業の多 化 は大きく 化していると考えられるため、

分析結果の が 要である。 
 
３  

 

３.  
  

来の多 化研究の多くは、 業 のデータを用いて分析を行っている。しかし、多くの日本 業

は、 な事業分 別の 上データを公 していない。そのため、過 の多 化研究では、データ 集

上の から、多くても 100 社 を分析対象としており、また、 な定 分析を行うことが で
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来の多 化研究の多くは、 業 のデータを用いて分析を行っている。しかし、多くの日本 業

は、 な事業分 別の 上データを公 していない。そのため、過 の多 化研究では、データ 集

上の から、多くても 100 社 を分析対象としており、また、 な定 分析を行うことが で

あった。 
 は、日本では多 化に関する 計データは 年 されてきた。この 計データは、 が の大

業の ならず中 業も対象とした大 な調査に基づいており、 かつ 観的なデータとして う

ことが可能である。また、 計法に基づく指定 計でもあるため、 業は 心の 意を って する

ことが 務 けられている。集計も 正になされており、データの 性は十分に高いと考えられる。 
的には、日本では、 、二つの多 化 計データがある。一つは、研究 発費の多 化 計と

して、 務庁 計 「科学 研究調査報告」がある。この 計は、1970 年から 業の 分 別研

究 発 資を調査し、それを 業別に集計している。 え 、 業を本業とする 造 業であっても、

本業である の ならず、化学 、通 ・ 子 等について、それぞれ研究 発 資を行っ

ている。これらの研究 発費を 分 とに 計 に報告することになっている。これを 業別

別に集計した結果が 計 として公 されている。 
 もう一つの多 化 計として、事業の多 化 計が 業 により公 されている。上 の研究

発の多 化 計に れて、1985 年から工業 計 、1991 年 からは 業活動基本調査により集計され

ている。工業 計 は 年、 業活動基本調査は 年毎に調査が されていたが、 年では毎年

調査が行 れている。 業活動基本調査の多 化データは、 業別事業分 別に集計され、データが

く一 に公 されているが、学 研究 用として、 業 の が認められれ 、 業の

データの 手が可能である。本研究では、この データを の上、 手し、 業別のデータを用い

て分析を行った。 業活動基本調査は全 を調査対象とし、中 業も めてデータを集計しているた

め、本研究の分析対象 業 は、全 造 業で 13,322 業である。また、2008 年 20 年 ）の

調査データを用いた。 
さらに、本研究では、 業の 上高研究 発費 のデータを用いている。このデータは、 業活動

基本調査では集計されていないが、 手した データにおいては、 の科学 研究調査報告のデ

ータと 合されており、そのデータを活用した。 
 
３ ２  
 
 造業の多 化の状 を するため、 業の事業別の 上高 を 出し、 業 で を

出した。なお、 業活動基本調査は 業分 を で分 しているが え 、091 料 造

業、092 料 造業、093 精 ・ 業、099 その他の 料 造業）、分析結果を分かりやすく

するため、 の二 が同じ 業であれ 同じ 業分 に 合し え 、上 の 業は 造業

に 合）、25 業で事業別の 上高 の を 出した。 
に、 業の 上高 と 性との関 を するため、 上高 を被 明 、

業の事業別 上高 を 明 とした重 分析を行った。なお、多 化と 性に関して 析を行

った 研究では、 明 として、 つかの指 が えられている。本研究においても、 の 明

を えて重 分析を行った[7][8]。 的には、 上高研究 発費 は 業の を す代理

指 と考えられるため、 性に正の影響があると 定できる。また、 の は一 に く一 に

知られていることから、 業の 上高を 明 として えた。 上高は対象 業間の らつきが大

きいため、対 によりデータの 化を行った。 
にデータ ンプル 、 明 被 明 の定 を す。 

 
データ ンプル と の定  

データ ンプル 13,322 業 2008 年 調査におけるデータ 集可能な全 造 業） 
上高 上高 
上高研究 発費 研究 発費 上高 
業 log10 上高） 
上高 業の事業別の 上高 業の 上高 

 
 

 

事業の 上高 の全 造 業における を す ）。 然ながら、本業である 造・

工事業の 上高 が最も高く 94.1 となったが、多 化の状 を するため、 1からは 外して
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いる。 造業 外の 上高 は相対的に低く、もっとも の高い ・ 事業の 上高 でも

2.7 であった。また、 年、 造業の ー ス化が されているが、 ー ス事業の 上高

中 ー ス化 ）は全 の で ると 1 と ずしも高くない。 

  

 
 事業分 別 上高 の 造業全 業の ） 

 

また、 ー ス化 は、 業別に大きく らつきがある。 に、 業別に 業の ー ス化

の を した。最も の高い「その他 機 」 業では、1.6 であり、もっとも低い

業では、0 となっている。全 的な 向としては、最 消費者に い 工 業の ー ス化

が高く、 業用資 を している 系 業などは ー ス化 が低いことが分かる。 

 

 
 ー ス化 の 業別  
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 ー ス化 の 業別  

 に 上高 を被 明 とした重 分析の結果を に す。 のように「 業 」、

「 上高研究 発 」、「 造・ 工事業の 上高 中、本業 ）」、多 化分 の 上高の

が 的高い「 ・ 事業の 上高 中、 ・ 事業 ）」「 ー ス事業の 上高

中、 ー ス化 ）」 「建 事業の 上高 中、建 業 ）」を 明 として用いた。

なお、 明 間の相関 は低く、多重 性の 題は い。 
 

1 上高 を被 明 とした重 分析結果 
  

結果 

規  

率 

率 ・

率 

ー ス化

率 

率 切  

 0.285 -19.4 -0.318 -0.328 0.538 -0.646 -0.535 

 20.8 -72.3 -2.75 -2.15 2.38 -2.39 -4.34 

意  1  1  1  5  1  5  1  
） 定 正 ） 0.283 

 
 1 によれ 、 業 に対する は 意に正の を している。しかしながら、研究 発費

と本業 の は、 意に負の を す結果となった。多 化と 性との関 では、 ー ス化

の は 意に正の となっているが、 ・ 事業 、建 事業 の は 意に負の となった。 
 
  

 
 本研究では、 業 の 業活動基本調査の データを用いて、 造 業の多 化の状

性との関 について 分析を行った。分析の結果、 造業の ー ス化は十分に行 れていないが、

ー ス化 が高いことが 性に関 しているという結果が得られた。その一方で、研究 発費

と本業の 上高 が高い 業 ど 性が低い 向にあるという結果が得られた。この結果は、

年の日本 造 業の 境を 的に していると える。 
 本研究は、2008 年 調査のデータを用いているが、 、2008 年 外の データの 研究を

行う 要があると考えられる。特に、本業 、研究 発費 ー ス化 と 性との関 は、

他の年 でも同様な結果が得られるのかは、重要な分析課題である。 
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